
１　一般状況

70歳以上75歳未満

（単位：世帯、人）

２　退職者医療に係る一般状況（再掲） （単位：世帯、人）

190 268
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1,324

退 職 被 保 険 者 233

864

1,319

2,41913,674

882

前年度末現在 本年度中増

被
保
険
者
数
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退 職 被 保 険 者 等
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単 独 世 帯
世　　 帯　　 数
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443

12,682

508

4,335

精神・結核医療適用の場合 一部負担なし

本年度末現在

8,059

介 護 保 険 第 ２ 号 被 保 険 者 数

1,022 350

一 般 被 保 険 者 等

計

309

混 合 世 帯 122

681

本年度中減

義務教育就学前 ２割

１割又は３割

864

2,547

本年度中増

世 帯 数

国 民 健 康 保 険 事 業 （医 療 保 険 課）

一部負担割合 ３割

2,039

13,546

8,054

1,011

退職被保険者等数
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被 扶 養 者

529

前年度末現在

179

508

318

4,564

341 117
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1,240
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428介 護 保 険 第 ２ 号 被 保 険 者 数

596
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１　国民健康保険料の状況

※　収入額には、還付未済額を含む。

退職者分（再掲）

※　収入額には、還付未済額を含む。

２　保険料賦課状況

(1) 保険料率の推移

介 護 分

１総務費　１総務管理費　１一般管理費

5,130

140,000

120,000

6,160

18,47024,840

120,000

175,966,833

被 保 険 者
均 等 割

8,280

① 賦課徴収事務費（医療保険課）

12,551,418

調 定 額

賦 課 限 度 額

24,840

現 年 分

滞 納 繰 越 分

計

① 諸負担金（医療保険課）

計

滞 納 繰 越 分

43,725,849

不納欠損額

1,091,144,310

不納欠損額

(単位：円）

28,260,770

未 収 額

未 収 額

0 78,961,140

うち還付未済額

1,541,595

917,0501,417,141,852

908,2501,169,197,200現 年 分

① 国民健康保険事務管理費（医療保険課）

123,906,853

3,593,599

8,9902.0

年度

医 療 分

介 護 分

6.7

23 後期高齢者支援金分

所 得 割区　　分

8,990

2.1

18,470

8,800

112

247,944,652

6,160

254,927,973

500,000

1,329,832

0

世 帯 別
平 等 割

18,470

国 基 準

510,000

（単位：％、円）

5,130 120,000

24,840

2.0

医 療 分 6.7

8,280

120,000

510,000

510,000

後期高齢者支援金分

8,280

510,000

2.1

2.0

2.1

医 療 分

後期高齢者支援金分

6.7

25

24

介 護 分

(単位：円）

　国民健康保険の資格得喪、レセプト点検、電算システムの変更等の事務に必要な経費を支出した。

１総務費　１総務管理費　２連合会負担金

　国民健康保険料の賦課徴収事務のため、賦課・収納に係る賦課台帳、納付通知書等の印刷製本費や

事務消耗品、納付通知書・督促状等の郵送に係る経費を支出した。

111,355,435 107,761,948

　京都府国民健康保険団体連合会の運営経費及び近畿都市国民健康保険者協議会において国保事業運

営の諸問題を研究協議するための負担金を支出した。

１総務費　２徴収費　１賦課徴収費

調 定 額 収 入 額

1,119,405,080

1,329,832

うち還付未済額

109,303,543

112

9,679,991

13,273,590

43,725,849

収 入 額

0

6,160 140,000

120,000

8,990

140,000

140,000

100,000

130,000

140,000

510,000

5,130
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(2) 世帯の状況 （単位：世帯、人）

平成25年10月20日現在

３　滞納処理状況

(1) 滞納件数

(2) 段階別滞納料額 （単位：件数、円）

 

   　　　　　   1万円未満

  1万円以上　   5万円未満

  5万円以上　  10万円未満

 10万円以上　  30万円未満

 30万円以上　  50万円未満

 50万円以上　 

(3) 不納欠損の状況 （単位：件数、円）

決算年度

(4) 督促状発送件数

件 件 件

(5) 国民健康保険料の減免

件 件 件

3,329

金 額

69,523,720

23年度

1,054

690

9,094

334

事　 由

期別滞納件数

3,029

1,063

43,725,849

1,887

95479

254,927,973

2121,074

735 124,385,450

28

991

1,116

103

261

金 額 円9,365,662 9,531,548円 円8,003,717

軽 減 分

７ 割 軽 減 ５ 割 軽 減

38,437,777

25年度

世帯数

45,065,200

限度額
超　過
世帯数

1732,036

医 療 分 2,036

被保険者数

2,425 367

128

1,098

18,137,190

459

計

段 階 別 滞 納 料 額

308

24年度25年度

件 数

時 効 完 成

8,735

23年度

10,33324年度

24年度

件 数

23年度

85,629,700

者支援金

世帯数

1,192

8,147

1,975 1,934

現年分

2,425

939

3,752 291

25年度

607

滞納分

金 額

介 護 分

25年度

26,487,386

8,147

641

被保険者数

2,414,970

世帯数

1,098367

２ 割 軽 減

3,329 939

被保険者数

世 帯 数

後期高齢

1,207

23年度

1,172

24年度

（単位：件数）
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(6) 交付申請等

件

　　　国民健康保険運営協議会に係る経費を支出した。

協議会開催回数    ２回

　　　被保険者へ国保事業の趣旨普及のためパンフレットを作成した。

２保険給付費　１療養諸費　２退職被保険者等療養給付費

① 退職被保険者等療養給付費（医療保険課）

0

1,419,630

療養の給付

円

504,7102

25年度

件 数

0

2件 1,419,630 円競 売 事 件 3

24年度

0

金 額

そ の 他 0

金 額

① 一般被保険者療養給付費（医療保険課）

破 産 事 件

① 趣旨普及費（医療保険課）

計 3

0

0

療養の給付

352,857

円

件 数

230,681,169

保険者負担額/１人

区　　分

費 用 額

304,353

費 用 額

　退職被保険者等の疾病、負傷に対する診療、薬剤、食事等の費用額のうち、保険者負担分を支出し

た。

日 数

266,992

保険者負担額/１人 260,169

0

① 運営協議会費（医療保険課）

504,710 円

件 数

円

区　　分

２保険給付費　１療養諸費　１一般被保険者療養給付費

3,299,459,8734,474,937,629

保 険 者 負 担 額

保 険 者 負 担 額

　一般被保険者の疾病、負傷に対する診療、薬剤、食事等の費用額のうち、保険者負担分を支出し

た。

１総務費　４趣旨普及費　１趣旨普及費

0

（単位：件、日、円）

円

329,769,092

188,588

21,565

件 数 日 数

１総務費　３運営協議会費　１運営協議会費

14,841

費用額/１人

費用額/１人 381,677

（単位：件、日、円）
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２保険給付費　１療養諸費　３一般被保険者療養費

① 一般被保険者療養費（医療保険課）

２保険給付費　１療養諸費　５審査支払手数料

① 審査支払手数料（医療保険課）

そ の 他

そ の 他

診 療 費

補 装 具

診 療 費

補 装 具

柔 整

ｱ ﾝ ﾏ ･ ﾏ ｯ ｻ ｰ ｼ ﾞ

区　　分

6,674,519

0

費用額/１人

保 険 者 負 担 額件 数

は り 、 き ゅ う

505,630

円

0

228

費 用 額

50

81,872,98610,566

費 用 額

（単位：件、日、円）

59,965,591

２保険給付費　１療養諸費　４退職被保険者等療養費

3,777,682

（単位：件、日、円）

4,999,010

357,110

計

円

　国民健康保険に係る診療報酬の審査及び支払に関する事務を国民健康保険法第45条第５項の規定に

基づき、京都府国民健康保険団体連合会に業務委託しているため、その審査手数料を支出した。

0

91,790

3,931,153

① 退職被保険者等療養費（医療保険課）

　退職被保険者等の疾病、負傷に対する補装具、柔道整復、はり、きゅう等の費用額のうち、保険者

負担分を支出した。

区　　分

計

6,184

11,717

ｱ ﾝ ﾏ ･ ﾏ ｯ ｻ ｰ ｼ ﾞ 1,187,925

319,990

19

831,546

15

64,252

5,616,197

494

5,179,827

8,424

5,110,805

0

457,134

0

7,400,026

保 険 者 負 担 額

32,886

796

46

5,995円 保険者負担額/１人

円

3

保険者負担額/１人

879

8,565

106,836,920

0

件 数

46,980

78,427,819

　一般被保険者の疾病、負傷に対する補装具、柔道整復、はり、きゅう等の費用額のうち、保険者負

担分を支出した。

12,672,980

は り 、 き ゅ う

柔 整

379

費用額/１人

9,328,426
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２保険給付費　２高額療養費　１一般被保険者高額療養費

① 一般被保険者高額療養費（医療保険課）

２保険給付費　２高額療養費　２退職被保険者等高額療養費

① 退職被保険者等高額療養費（医療保険課）

２保険給付費　４出産育児諸費　１出産育児一時金

① 出産育児一時金（医療保険課）

２保険給付費　５葬祭諸費　１葬祭費

① 葬祭費（医療保険課）

379,265,332

そ の 他

564

多 数 該 当 分 長 期 疾 病 分

単　　独　　分

1,373

そ の 他長 期 疾 病 分

　被保険者が出産したとき、その世帯主に対して向日市国民健康保険条例第７条の規定に基づく出産

育児一時金を支給した。

52

高 額 療 養 費

90

2,971,305

件 数

4,695

（単位：件、円）

入 院 分多 数 該 当 分

275

20

世 帯 合 算 分

5,397

　退職被保険者等が同一月内に支払った一部負担金が一定額を超えた場合、国民健康保険法第57条の

２及び同法施行令第29条の２の規定に基づき、超過分を高額療養費として支給した。

34,085,981

8 55

54,082,727

1,743

30,593,666

32

合　　計

そ の 他多 数 該 当 分

現物給付分
（再掲）

478

　一般被保険者が同一月内に支払った一部負担金が一定額を超えた場合、国民健康保険法第57条の２

及び同法施行令第29条の２の規定に基づき、超過分を高額療養費として支給した。

（単位：件、円）

件 数

5,330,385

そ の 他

世 帯 合 算 分

多 数 該 当 分

112

入 院 分

21,084,244206,509,468

327

76,282,686

18,269,843

20618

他 法 併 用 分

他 法 併 用 分

単　　独　　分

現物給付分
（再掲）

5,275,738

393,862,634

25,297,386

800

　被保険者が死亡したとき、その葬祭を行う者に対して向日市国民健康保険条例第８条の規定に基づ

く葬祭費を支給した。

4,678,346258,099 655,945

合　　計

高 額 療 養 費 6,145,3621,107,081
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２保険給付費　６精神・結核医療付加金　１精神・結核医療付加金
① 精神・結核医療付加金（医療保険課）

３後期高齢者支援金等　１後期高齢者支援金等　１後期高齢者支援金

① 後期高齢者支援金（医療保険課）

３後期高齢者支援金等　１後期高齢者支援金等　２後期高齢者関係事務費拠出金

① 後期高齢者関係事務費拠出金（医療保険課）

４前期高齢者納付金等　１前期高齢者納付金等　１前期高齢者納付金

① 前期高齢者納付金（医療保険課）

４前期高齢者納付金等　１前期高齢者納付金等　２前期高齢者関係事務費拠出金

① 前期高齢者関係事務費拠出金（医療保険課）

５老人保健拠出金　１老人保健拠出金　２老人保健事務費拠出金

① 老人保健事務費拠出金（医療保険課）

６介護納付金　１介護納付金　１介護納付金

① 介護納付金（医療保険課）

７共同事業拠出金　１共同事業拠出金　１高額医療費拠出金

① 高額医療費拠出金（医療保険課）

　国民健康保険における高額医療費の発生による保険者の財政運営の不安定を緩和するため、国保連

合会高額医療費共同事業規則第５条及び同細則第２条の規定に基づく医療費拠出金を支出した。

「高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する省令」

の規定に基づき算定した後期高齢者支援金を支出した。

　介護保険法第155条第１項の規定に基づき決定された介護保険第２号被保険者に係る介護給付費納

付金を支出した。

「高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する省令」

の規定に基づき算定した前期高齢者関係事務費拠出金を支出した。

　老人保健法第53条、第57条及び老人保健法による保険者の拠出金の額の算定に関する省令の規定に

基づいて算定した事務費拠出金を支出した。

「高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する省令」

の規定に基づき算定した後期高齢者関係事務費拠出金を支出した。

　被保険者の属する世帯の世帯主に対して向日市国民健康保険条例第８条の２の規定に基づく精神・

結核医療付加金を支給した。

「高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する省令」

の規定に基づき算定した前期高齢者納付金を支出した。
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７共同事業拠出金　１共同事業拠出金　２保険財政共同安定化事業拠出金

① 保険財政共同安定化事業拠出金（医療保険課）

７共同事業拠出金　１共同事業拠出金　３高額医療費共同事業事務費拠出金

① 高額医療費共同事業事務費拠出金（医療保険課）

７共同事業拠出金　１共同事業拠出金　４保険財政共同安定化事業事務費拠出金

① 保険財政共同安定化事業事務費拠出金（医療保険課）

７共同事業拠出金　１共同事業拠出金　５その他共同事業拠出金

① その他共同事業拠出金（医療保険課）

　退職者医療制度に係る厚生年金、共済組合等の年金受給者一覧表の作成に要する経費を支出した。

８保健事業費　１特定健康診査等事業費　１特定健康診査等事業費

① 特定健康診査等事業費（医療保険課・健康推進課）

　国民健康保険における保険料の平準化、財政の安定化を図るため、国保連合会保険財政共同安定化

事業・高額医療費共同事業規則第８条及び第９条に基づき拠出金を支出した。

　国民健康保険における保険料の平準化、財政の安定化を図るため、国保連合会保険財政共同安定化

事業・高額医療費共同事業規則第８条及び第９条に基づき、拠出金を支出した。

　国民健康保険における保険料の平準化、財政の安定化を図るため、国保連合会保険財政共同安定化

事業・高額医療費共同事業規則第８条及び第９条に基づき拠出金を支出した。

「向日市国民健康保険特定健康診査等実施計画」に基づき、40歳から74歳までの方を対象に特定健康

診査及び特定保健指導を実施した。

１　特定健康診査

　特定健康診査は、乙訓実施医療機関で行う「医療機関方式」と委託医療機関で行う「人間ドック

方式」の２方法で実施した。医療機関方式は７月８日から10月31日までを実施期間とし、対象者に

は事前に受診券等を送付した。

医療機関方式の結果

受診者
保健指導区分 メタボリックシンドローム判定の有無

積極的支援 動機付け支援 対象外 判定不能 メタボ基準 メタボ予備群 非該当 判定不能

3,856 人 82 人 306 人 0 人3,468 人 0 人 696 人

判定不能 メタボ基準

412 人 2,748 人

人 391

人間ドック方式の結果

受診者
保健指導区分 メタボリックシンドローム判定の有無

積極的支援 動機付け支援 対象外

人 38

メタボ予備群 非該当 判定不能

432 人 8 人 33 人 335 人 0 人人 0 人 59
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８保健事業費　２保健事業費　１保健衛生普及費

① 保健衛生普及費（医療保険課・健康推進課）

１　人間ドック健診補助（健康診断費用の７割補助）（医療保険課）

２　特定保健指導

人間ドック方式 合計

(1) 前年度特定保健指導継続支援

　　前年度初回支援を行った特定保健指導対象者にアンケート、継続教室及び面接などを行い、継

　続支援を終了した方は次のとおりである。

種　　別 継続支援終了者

積極的支援 5 人

人 2 人 8

動機付け支援 74 人

(2) 本年度特定保健指導初回支援

　　特定健康検査受診者の中から、保健指導が必要と判定された方を対象に、保健師及び管理栄養士

　による特定保健指導を実施した。

　　保健センターで医療機関方式の健診受診者に対する集団保健指導を３回シリーズで３クール実施

　した。また、人間ドック方式の健診受診者に対する集団指導を３回シリーズで１クール実施した。

  　また、訪問等による個別相談方式も行った。

　　当該年度中に初回支援を終了した方は次のとおりである。

健診の種別 医療機関方式

人

動機付け支援 71 人 18 人 89 人

積極的支援 6

男 性 女 性

京都第一赤十字
病 院

9 人 258,030 円 9 人 273,430 円

京 都 桂 病 院 95 人 2,561,950 円 85 人 2,419,700 円

済生会京都府病院 37 人 1,087,800 円 22 人 699,160 円

京都工場保健会 15 人 396,900 円 12 人 341,040 円

御池クリニック 50 人 1,396,500 円 65 人 1,923,740 円

四条烏丸クリニック 6 人 167,580 円 2 人 58,070 円

大和健診センター 3 人 79,380 円 6 人 169,810 円

蘇生会総合病院 3 人 77,190 円 2 人 53,660 円

新 河 端 病 院 6 人 149,940 円 5 人 132,300 円

計 224 人 6,175,270 円 208 人 6,070,910 円
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２　脳ドック健診補助（健康診断費用の７割補助）（医療保険課）

３ 医療費通知(医療保険課)

４

　

５　健康増進法による健康診査（医療保険課・健康推進課）

９基金積立金　１基金積立金　１財政調整基金積立金

① 財政調整基金積立金（医療保険課）

１１諸支出金　１償還金及び還付加算金　１一般被保険者保険料還付金

① 一般被保険者過年度保険料還付金（医療保険課）

　社会保険加入等に伴う一般被保険者過年度保険料過誤納付に係る還付金を支出した。

１１諸支出金　１償還金及び還付加算金　２退職被保険者等保険料還付金

① 退職被保険者等過年度保険料還付金（医療保険課）

　社会保険加入等に伴う退職被保険者等過年度保険料過誤納付に係る還付金を支出した。

　国民健康保険事業の健全な運営を図るため向日市国民健康保険財政調整基金条例を設けており、基

金積立金から生じた利子を同条例第５条に基づいて同基金へ繰り入れるため支出した。

男 性 女 性

京 都 桂 病 院 27 人 893,160 円 29 人 959,320 円

済生会京都府病院 30 人 771,900 円 32 人 823,360 円

蘇生会総合病院 14 人 314,300 円 17 人 384,650 円

7 人

大和健診センター 6 人 145,530 円 9

人 1,111,580

人 224,910 円

京都工場保健会 13 人 286,650 円

3,658,170 円

154,350 円

御池クリニック 43 人 946,160 円 52

33 人

円

計 133 人 3,357,700 円 146 人

　年６回(５月・７月・11月・１月・３月)

　延べ　　38,276　世帯　　　　　　　レセプト枚数　　　209,526　枚

　前立腺がん検診（医療保険課・健康推進課）

　国民健康保険に加入する55歳以上の男性を対象に前立腺がん検診を実施した。

　受診者数　　1,194人

　年度途中に本市国保に加入し、前保険者による特定健診を受けていない方に対して、７月９日か

ら10月31日までの間、個別医療機関において健康診査を実施した。内容は、特定健康診査に準じた

ものとした。

受診者数 メタボ基準該当 メタボ予備群 その他

48 人 9 人 6 人
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